
第112期／事業報告書　�
平成12年4月1日～平成13年3月31日�

株主のみなさまへ�

世 界 を 夢 中 に 。 �世 界 を 夢 中 に 。 �

日本ビクターは2002FIFAワールドカップTMのオフィシャルパートナーです。�

中村俊輔�フランチェスコ・ココ�



当社は、経営正常化へ向け「デジタル＆ネットワー

ク企業への挑戦」を当期の事業ビジョンとして掲げ、

AV（音響・映像）機器等の基幹商品の付加価値向上、

カンパニー制の導入による経営の迅速化、生産の海外

シフトの拡大とこれに伴う国内生産拠点の再編、固定

費の圧縮等により経営体質の強化を図ってまいりました。

これにより、デジタルビデオカメラやDVDプレーヤー、

高密度ビルドアップ多層基板等の高付加価値デジタル

&ネットワーク関連商品の売上全体に占める比率の向

上に加え、VHS-Cビデオカメラ等の海外への生産移転

による原価改善や、国内生産拠点の再編に伴う固定費

削減が進み、経営体質は着実に改善されてまいりました。�

�

�

当期の連結売上高は9,343億円余（前期8,702億

円余、前期比7％増）となりました。�

国内売上は、個人消費低迷による売上不振や部品調

達難による新商品の市場導入の遅れの影響はありまし

たが、ユニバーサルミュージック株式会社からのソフ

ト販売受託の増加やデジタルビデオカメラ等の伸長が

あり、3,663億円余（前期3,249億円余、前期比13

％増）となりました。一方、海外売上は、米国の景気

減速に伴う期後半の売上低迷の影響はありましたが、

期を通じデジタル商品が好調に推移したこと等により

5,679億円余（前期5,453億円余、前期比4％増）と

なりました。�

営業損益は、高付加価値デジタル＆ネットワーク関

連商品の販売拡大に加え、構造改革等による原価改善

が進んだこともあり、56億円余の利益（前期は80億

円余の損失）となりました。�

また、当期損益は、特別退職金や事業構造改善費用

等を計上したものの、24億円余の利益（前期は53億

円余の損失）となりました。�

�

株主のみなさまへ�

当期をふりかえって�

当期の連結業績�

株主のみなさまには、格別のご高配を賜り、誠にあり

がたく厚くお礼申し上げます。�

さて、私はこのたび、守隨前社長の後任として6月

28日付をもちまして社長に就任いたしました。当社

の持つ高い技術開発力とハード・ソフトの経営資産を

活用し、当社をグローバルな競争力のある高収益体質

の企業として飛躍させるべく、また、全社員が能力を

最大限に発揮して常に挑戦し続けるような企業風土を

持つ会社とすべく、全力を傾注し、その重責を果たし

てまいりたいと決意いたしております。�

ここに、当社の第112期における事業の概況につき

ご報告申し上げるにあたりまして、謹んで新任のご挨

拶を申し上げます。�

�



�

当期の単独売上高は5,677億円余（前期5,458億円

余、前期比4％増）となりました。�

国内売上は、ＡＶ（音響・映像）業界全体の不振の中、高

付加価値デジタル＆ネットワーク関連商品の伸長により

2,169億円余（前期2,172億円余、前期比微減）となり

ました。一方、輸出売上は、為替の影響はありましたものの、

期を通じて好調に推移し、3,507億円余（前期3,286億

円余、前期比7％増）となりました。�

経常損益は、市場価格下落や為替の影響を受けながら

も、高付加価値デジタル＆ネットワーク関連商品の販売拡

大や国内生産拠点の再編に伴う固定費の削減が進んだ

ことに加え、子会社からの受取配当金もあり、103億円

余の利益（前期は147億円余の損失）となりました。�

また、当期損益は、国内生産拠点の再編や関係会社支

援に係る損失を計上したものの、土地・株式売却益もあり、

11億円余の利益（前期は264億円余の損失）となりまし

た。�

当期は先に中間配当を見送らせていただきましたが、

以上のように企業体質の改善が進んだこともあり、利益

配当金につきましては１株につき3円を配当させていた

だくこととなりました。これはひとえに株主の皆様をはじ

め関係各位のご支援の賜物と、厚く御礼申し上げます。�

�

�

今後につきましては、平成12年度より進めてまいりま

した経営再建・経営体質強化の更なる推進を第一義とし、

高付加価値の民生用デジタル＆ネットワーク機器事業、電

子デバイス事業及びソフト事業を収益の柱とすべく、人員

シフトや営業体制改革等によりこれらの事業を強化・拡大

し、収益力を高めてまいります。同時に、ソフト・ハードの

デジタル化・ネットワーク化に対応し、当社の強みと独自

性を活かした新規事業の創造にも取り組んでまいります。

また、親会社である松下電器産業株式会社をはじめ松下

グループ各社と経営インフラの共有･活用を含む協業を

積極的に進め、企業価値の向上に努めてまいります。�

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解

とご支援を賜りますようお願い申し上げます。�

�

平成13年6月�

�

取締役社長�

今後に向かって�当期の単独業績�



�

国内では、ＤＶＤソフトの普及に伴いＤＶＤプレーヤー

が大幅に伸長し、またデジタルビデオカメラ、マイクロコ

ンポ、カーオーディオも好調に推移しました。海外でも、

デジタルビデオカメラやＤＶＤプレーヤーを中心に期を

通じて好調に推移したこともあり、当部門全体の売上高

は前期を上回りました。�
�

�

国内では業務用音響設備や監視用システムが伸長し

たものの、カラオケの苦戦が続いたことにより売上が減

少いたしました。一方、海外では放送用デジタルビデオの

健闘により売上が伸長いたしましたが、当部門全体とし

ての売上高は前期を下回りました。�
�

�

高密度ビルドアップ多層基板が順調に伸長し、モータ

ーも堅調に推移したものの、偏向ヨークが国内取引先の

海外展開に伴う受注減少や価格下落の影響を受け大き

く落込み、当部門全体の売上高は前期を下回りました。�
�

�

音楽業界全体の不振やビデオソフトの大作不足の影響

はありましたが、ユニバーサルミュージック株式会社から

の販売受託や株式会社テイチクエンタテインメントの貢

献もあり、当部門全体の売上高は前期を上回りました。�

産業用機器�

民生用機器�部門別売上高�

ソフト・メディア�

連結�

�
百万円� ％�
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�
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電子デバイス�

部門別営業の概況（連結）�

（注1） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�
（注2） 当期より部門別売上高の分類を変更しております。なお、

これに伴い、前期比についても前期の売上高を変更後の
分類に従って組替えて算出しております。併せて、項目に
ついて、従来の「エンターテインメント」を「ソフト・メディ
ア」に変更しております。�

� （8頁、10頁のグラフをご参照下さい。）�



�

・平成12年度の成果�
当社ソフトグループでは、音楽・映画・ゲームの各領域

で事業を展開し、各領域でトップレベルにおりますが、平

成12年度も各領域で成果を上げました。�

音楽事業では、業界全体が低迷する中、ファースト

ア ル バ ム の 売 上 が 1 8 0 万 枚 を 超 え た L O V E  

PSYCHEDELICO等、新人育成に注力してきた成果

が現れました。�

また、映画事業においては、邦画「ホワイトアウト」が観

客動員290万人を記録するとともに販売用DVDソフト

も初回13万枚出荷と大ヒットし、また世界的映画監督の

リュック・ベッソンがプロデュースした「タクシー2」も観

客動員85万人のヒットとなりました。�

さらに、ゲーム事業においては「牧場物語」や「パイロ

ットになろう！2」等のヒットがあり、業績向上に貢献いたし

ました。�

�

・ソフト資産の活用�

今日、音楽・映画・ゲームについては�

・ コンサートホールや映画館での興行�

・ CDやビデオテープ・DVD等のパッケージ�

・ ラジオやTV等の放送�

で皆様にお楽しみいただいておりますが、今後は、放送・

通信に関する技術やインフラの進展を確かめつつ、当社

グループの持つ豊富なソフト資産を最大限に活用してま

いります。具体的には、BSデジタル放送・次世代CSデジ

タル放送・地上波デジタル放送における番組制作や、音

楽配信についても、コンテンツの権利を確保しながら事

業として成立させるための研究・実証実験を続けており

ます。�

�

ソフト事業�

事業の強化・拡大�

ラ　ブ�

サ イ ケ デ リ コ �

次世代CSデジタル�地上波デジタル�

IMT2000�（次世代携帯）�

ブロードバンド化�

インター�
ネット�

サーバー�

音楽配信�・楽曲試聴�
・楽曲ダウンロード（有料・無料）�
・アーティスト情報等�

モバイル�

インターネット�

サーバー�

デジタル衛星放送�

各キャリアに対応�

・番組制作�

・着信メロディ�
・楽曲試聴�
・新譜情報配信�

既存分野�

・興行�
・パッケージ�
・放送�

・興行�
・パッケージ�
・放送�

さらに�
楽しみがひろがる�

エンタテインメントの世界�

さらに�
楽しみがひろがる�

エンタテインメントの世界�



�

・3つのネットワーク・エンタテインメント�

当社のD&N戦略においては、下記3分野の新しいネ

ットワーク・エンタテインメントの事業展開を着々と

進めております。�

○ホームネットワーク・エンタテインメント�

放送や通信と継ぎ目なく融合するデジタル家電を

利用した、家庭を中心としたAVエンタテインメント

です。�

○モバイルネットワーク・エンタテインメント�

通信と融合しながら進化し続けるモバイル機能を

持つAV機器を利用した、どこにいてもパーソナルに

楽しめるAVエンタテインメントです。�

○カーネットワーク・エンタテインメント�

移動体通信と融合した車載用AV機器を利用した、

車内で広がるAVエンタテインメントです。�

�

民生用デジタル&ネットワーク機器事業��

・社会のネットワーク化への対応�
社会のネットワーク化は近年益々加速し、平成17年

には国内3000万世帯に高速常時接続通信網が張り

巡らされようとしております。また、昨年12月にはBS

デジタル放送も開始され、いよいよ放送と通信ネット

ワークが融合する時代の幕開けとなりました。�

ハードとソフトを社会に提供し続けてきた当社は、こ

のような社会のネットワーク化を見据え、「デジタル＆

ネットワーク」（D&N）をキーワードに、VHSビデオ・

テレビ・オーディオ等の開発で培ってきたAVデジタル

技術に一層磨きをかけるとともに、これに高度な画像

処理技術、情報通信技術、パソコン技術を融合させる

ことにより「どこでも、いつでも、誰もが手軽に楽しめる」

ネットワーク・エンタテインメントの世界を開拓・実現し

てまいります。�

�

a

b

c

（次世代VTR）�

放送局�

次世代�
セットトップボックス�

デジタルTV

パソコン�

統合サービス�
独立データ放送�

MPEG4

デジタル＆ネットワーク概念�

公共施設�

モバイル放送�

車載用デジタルAV

電話回線�

携帯電話�

ネットビューワー�
（統合PDA）�

モバイル機器�

デジタルで繋ぐ／放送・通信・コンテンツ�

デジタル放送�
（BS／CS／地上波放送）�

ホームネットワーク�ホームネットワーク�

モバイルネットワーク�モバイルネットワーク�

カーネットワーク�カーネットワーク�

双方向リモコン�

ホームコンテンツサーバー�

高速インターネット網高速インターネット網�高速インターネット網�

コンテンツ配信�



�

当社は、平成12年10月、「消費者志向優良企業」とし

て通商産業大臣表彰を受けました。この表彰制度は、消

費者利益の保護及び増進を図るため、消費者ニーズの広

範・迅速な把握、その企業経営への的確な反映等、消費

者志向体制の整備について優れた成果をあげている企

業を表彰し、広く公表するものです。�

当社については、消費者優先の理念と志向を長年続け

てきたその企業姿勢や取組みの内容が評価され、受賞に

つながりました。�

今回の受賞を契機に、更に消費者志向の体制を強化し、

ハードとソフトを併せ持つ当社だからこそ出来る「新しい

価値」を提供できるよう、一層努力してまいります。�

�

＜当社受賞理由のうち主なもの＞�

・ＶＨＳ方式ホームビデオに代表されるような、音と

映像に関する新しい文化を創造する商品開発力�

・「お客様ご相談センター」等の設置による、消費者

からの相談への丁寧な対応�

・品質・安全保証の国際規格ＩＳＯ9000シリーズ認証

の国内外全工場での取得�

・簡単操作のリモコンやデジタルビデオカメラの発

売等、消費者の声の商品づくりへの反映�

・国内全工場での環境国際規格ＩＳＯ14001認証取得

や、鉛レスはんだの導入・公害対策等、環境問題へ

の積極的な取組み�

2002FIFAワールドカップTM 「消費者志向優良企業」受賞�

トピックス�

�

・ブランドイメージの向上�

当社は、1982年以来の民生用AV（音響・映像）機

器分野で世界唯一のFIFAワールドカップTMオフィシャ

ルパートナーとして、2002年の韓国・日本共同開催

大会を支援しつつ、これを活用した事業展開を行って

まいります。�

広告面では、フランチェスコ･ココ（イタリア・セリエＡ 

ＡＣミラン所属、イタリア代表候補）、中村俊輔（横浜Ｆ・マ

リノス所属、日本代表候補）という世界レベルの若手サッ

カー選手〔本報告書表紙〕をイメージキャラクターとして採用、

人気・実力ともにトップレベルの両選手を通じ、当社のグ

ローバルイメージ、躍動感等を演出し、全世界的にブラン

ドイメージの向上を図ってまいります。また、世界中の人々

に感動を与えるFIFAワールドカップTMの支援を通じて「商

品、サービスで新しい感動を提供する」という当社の企業

姿勢を世界中の人々に伝えるため、｢世界を夢中に。｣と

いうキーワードを設定し、今後の企業・商品広告の中で統

一的に使用してまいります。�
�

・キャンペーンの展開�

　営業面では、国内において夏・年末・春の各商戦期に合

わせたキャンペーンを展開するとともに、海外でも現地

法人ごとに様々なキャンペーンを展開してまいります。ま

た、2002年大会を活用したビジネスとして、競技場や選

手キャンプ地における放送設備、警備用カメラ、認証カー

ド発行システム、試合中継会場における大画面中継シス

テム等、大会の運営サポートに繋がる幅広い提案活動を

行ってまいります。�



資 　 産 　 の 　 部 �

科　　　　目�

�

�

百万円�

�

流 動 資 産 �

現金及び預金�

受取手形及び売掛金�

有 価 証 券 �

た な 卸 資 産 �

繰延税金資産�

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

�

固 定 資 産 �

有　形　固　定　資　産�

建物及び構築物�

機械装置及び運搬具�

土 地 �

そ の 他 �

無　形　固　定　資　産�

投資その他の資産�

投資有価証券�

長 期 貸 付 金 �

繰延税金資産�

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

為替換算調整勘定�

資 産 合 計 �

350,539�

71,793�

106,784�

22,582�

117,037�

12,219�

25,295�

△ 5,172�

�

160,192�

113,047�

38,868�

25,414�

29,953�

18,810�

3,123�

44,021�

27,834�

3,325�

2,810�

11,530�

△ 1,479�

29,626�

540,358

百万円�

411,115�

79,359�

132,053�

4,766�

155,343�

15,487�

28,941�

△ 4,835�

�

175,512�

117,595�

39,741�

27,396�

30,411�

20,046�

2,812�

55,104�

32,555�

4,175�

2,511�

19,330�

△ 3,469�

－�

586,627

科　　　目�

�

百万円�

売 上 高 �

売 上 原 価 �

売 上 総 利 益 �

販売費及び一般管理費�

営業利益又は営業損失（△）�

営 業 外 収 益 �

営 業 外 費 用 �

経常利益又は経常損失（△）�

特 別 利 益 �

特 別 損 失 �

税金等調整前当期純利益�

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

少数株主利益又は損失（△）�

当期純利益又は当期純損失（△）�

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 �

連結剰余金期首残高�

過年度税効果調整額�

小 計 �

連 結 剰 余 金 増 加 高 �

連 結 剰 余 金 減 少 高 �

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 �

870,234�

600,506�

269,728�

277,747�

△ 8,019�

10,638�

11,050�

△ 8,430�

23,022�

8,503�

6,087�

8,621�

2,673�

133�

△ 5,340�

�

130,831�

△ 27,258�

103,572�

－�

398�

97,833

百万円�

934,349�

641,208�

293,140�

287,448�

5,692�

19,493�

13,120�

12,066�

6,316�

8,938�

9,444�

14,319�

△ 7,080�

△ 292�

 2,497�

�

97,833�

－�

97,833�

26�

41�

100,315

負 　 債 　 の 　 部 �

科　　　　目�

222,830
百万円�

540,358

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

�

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�
�

199,164

261,049
百万円�

586,627

180,514

◆連結貸借対照表� ◆連結損益及び剰余金結合計算書�

�

資 本 合 計 �

負債、少数株主持分及び�
資 本 合 計 �

5,6715,086少 数 株 主 持 分 �

335,523401,026負　　　債　　　合　　　計�

資 　 本 　 の 　 部 �

平成12年度�
 平成12年 4月 1 日から�
 平成13年 3月31日まで�

平成12年度�
 （平成13年 3月31日現在） 

平成11年度�
 （平成12年 3月31日現在） 

平成12年度�
 （平成13年 3月31日現在）�

平成11年度�
 （平成12年 3月31日現在）�

平成11年度�
 平成11年 4月 1 日から�
 平成12年 3月31日まで�

�

�

�

財務の状況�

連結決算�

77,578�
42,460�
12,777�

－�
59,143�
4,714�
4,682�
5,991�
15,481�
112,692�
28,888�
51,482�
9,064�
20,818�

－�
1,159�
1,278�

�
�
�
�
�

34,115�
67,216�
97,833�

－�
－�
△ 1�
�
�
�

91,637�
49,654�
6,262�
10,324�
69,182�
4,876�
824�
7,350�
20,936�
139,977�
58,310�
51,482�
7,800�
－�

20,745�
927�
709�
�
�
�
�
�

34,115�
67,216�
100,315�

285�
△ 21,413�

△ 4�
�
�
�

流 動 負 債 �
支払手形及び買掛金�
短 期 借 入 金 �
コマーシャルペーパー�
一年内償還予定社債�
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
繰 延 税 金 負 債 �
引 当 金 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �
社 債 �
転 換 社 債 �
長 期 借 入 金 �
退職給与引当金�
退職給付引当金�
連 結 調 整 勘 定 �
そ の 他 �
�
�
�
�
�

資 本 金 �
資 本 準 備 金 �
連 結 剰 余 金 �
その 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金�
為 替 換 算 調 整 勘 定 �
自 己 株 式 �

百万円�百万円�



（　　）�（　　）�

◆売上高（単位：百万円）�

◆経常損益（単位：百万円）� ◆当期損益（単位：百万円）� ◆純資産（単位：百万円）�

-8,430

11,026
8,756

平成8年度�
平8.4.1～�
平9.3.31

平成9年度�
平9.4.1～�
平10.3.31

870,234

（　　 ）�
平成12年度�
平12.4.1～�
平13.3.31

934,349
890,372

916,305

（　　）�
平成10年度�
平10.4.1～�
平11.3.31 （　　）�

平成11年度�
平11.4.1～�
平12.3.31 （　　）�

平成12年度�
平12.4.1～�
平13.3.31（　　）�

平成11年度�
平11.4.1～�
平12.3.31

946,617

◆部門別売上構成（単位：％）�

民生用機器�

産業用機器�

電子デバイス�

ソフト・メディア�

その他�

（カッコ内は1株当たり純資産：円）�

546

199,164�
（783.41）�

250,418�
（985.01）�

243,086�
（956.27）�

232,162�
（913.20）�

（注）記載金額は、百万円単位につきましては百万円未満を切り捨てて表示し、円単位につきましては銭未満を四捨五入して表示しております。�

（　　）�（　　）�
平成8年度�
平8.4.1～�
平9.3.31

平成9年度�
平9.4.1～�
平10.3.31（　　）�

平成10年度�
平10.4.1～�
平11.3.31 （　　）�（　　）�

平成8年度�
平8.4.1～�
平9.3.31

平成9年度�
平9.4.1～�
平10.3.31（　　）�

平成10年度�
平10.4.1～�
平11.3.31（　　）�

平成11年度�
平11.4.1～�
平12.3.31

（　　）�
平成11年度�
平11.4.1～�
平12.3.31

64

9

20

6

1

65

10

16
1

8

12,066

（ 　　）�
平成12年度�
平12.4.1～�
平13.3.31

180,514�
（710.06）�

（ 　　）�
平成12年度�
平12.4.1～�
平13.3.31

-4,702

-8,314

-5,340

4,585�
�

（　　）�

（　　）�
平成8年度�
平8.4.1～�
平9.3.31

平成9年度�
平9.4.1～�
平10.3.31（　　）�

平成10年度�
平10.4.1～�
平11.3.31（　　）�

平成11年度�
平11.4.1～�
平12.3.31

2,497

（ 　　）�
平成12年度�
平12.4.1～�
平13.3.31

業績の推移�

（注）�
当期より部門別売上高の分類を変
更しております。なお、これに伴い、
前期の売上高についても変更後の
分類に従って組み替えて表示して
おります。�
併せて項目について、従来の「エ
ンターテインメント」を「ソフト・
メディア」に変更しております。�
�



資 　 産 　 の 　 部 �

科　　　　目�

�

�

百万円�

364,053411,467

�

流 動 資 産 �
現金及び預金�
受 取 手 形 �
売 掛 金 �
有 価 証 券 �
製 品 �
仕 掛 品 �
原材料・貯蔵品�
未 収 入 金 �
前 渡 金 �
繰延税金資産�
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �
�

固 定 資 産 �
有 形 固 定 資 産 �
建 物 �
構 築 物 �
機械及び装置�
車両及び運搬具�
工具・器具及び備品�
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �

無 形 固 定 資 産 �
投 資 等 �
投資有価証券�
子 会 社 株 式 �
出 資 金 �
子会社出資金�
長 期 貸 付 金 �
長期前払費用�
繰延税金資産�
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

170,677�
26,510�
5,919�
50,695�
7,344�
33,546�
9,316�
13,913�
16,506�

43�
7,885�
1,976�

△ 2,980�
�

193,376�
60,681�
17,108�
584�

14,036�
15�

9,082�
15,567�
4,286�
2,088�

130,606�
19,881�
90,881�
1,462�
10,468�
1,104�
4,066�
636�
2,814�
△ 709

百万円�

207,592�
43,043�
7,179�
53,701�
2,302�
45,262�
8,383�
14,911�
19,906�

55�
9,952�
5,579�

△ 2,685�
�

203,874�
59,586�
16,445�
483�

13,724�
15�

8,533�
15,453�
4,931�
1,563�

142,725�
29,361�
91,021�
1,462�
10,815�
1,031�
3,697�
679�
5,718�

△ 1,061

科　　　目�

�

�

百万円�

経 常 損 益 の 部 �
営 業 損 益 の 部 �
売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費�

営 業 損 失 （ △ ）�
営 業 外 損 益 の 部 �
営 業 外 収 益 �
（受取利息及び配当金）�
（雑　　　収　　　入）�
営 業 外 費 用 �
（支　払　利　息）�
（雑　　　支　　　出）�

経常利益又は経常損失（△）�
特 別 損 益 の 部 �
特 別 利 益 �
（固 定 資 産 売 却 益）�
（投資有価証券売却益）�
（過年度受取技術援助料）�
（そ　　　の　　　他）�
特 別 損 失 �
（固定資産売却及び除却損）�
（子会社株式評価損）�
（子 会 社 支 援 損）�
（関 係 会 社 整 理 損）�
（関係会社貸倒引当金繰入額）�
（役 員 退 職 慰 労 金）�
（事業構造改善費用）�
（子会社株式譲渡損）�
（特　別　退　職　金）�
（そ　　　の　　　他）�

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）�
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �

当期純利益又は当期純損失（△）�
前期繰越利益又は前期繰越損失（△）�
過年度税効果調整額�
税効果会計適用に伴う圧縮記帳積立金取崩額�

当期未処理損失（△）�

百万円�

545,842�
434,521�
132,917�
△ 21,597�

�
10,884�

　�
�

4,016�
�
�

△ 14,729�
�

9,134�
�
�
�
�

19,138�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

△ 24,733�
1,840�
△ 138�

△ 26,435�
2,815�
4,383�
400�

△ 18,836

567,734�
439,103�
132,122�
△ 3,490�

�
20,834�

　�
�

6,990�
�
�

 10,353�
�

6,930�
�
�
�
�

15,424�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

1,858�
3,011�

△ 2,317�
1,164�

△18,819�
－�
－�

△ 17,654

�
�
�
�
�
�

（6,682）�
（4,201）�

�
（1,408）�
（2,608）�

�
�
�

（2,008）�
（6,330）�
（  －  ）�
（   796）�

�
（   293）�
（  －  ）�
（6,433）�
（   103）�
（  －  ）�
（     63）�
（2,081）�
（5,588）�
（3,371）�
（1,202）�

�
�
�
�
�
�

（16,432）�
（4,402）�

�
（872）�
（6,118）�

�
�
�

（4,014）�
（1,416）�
（   600）�
（   899）�

�
（   931）�
（4,957）
（1,354）�
（　296）�
（   792）�
（     98）�
（2,196）�
（   －   ）�
（3,594）�
（1,203）�

負 　 債 　 の 　 部 �

科　　　　目�

�
百万円�

百万円�

流 動 負 債 �
支 払 手 形 �
買 掛 金 �
一年内償還予定社債�
未 払 金 �
未 払 法 人 税 等 �
未 払 費 用 �
前 受 金 �
預 り 金 �
製品保証引当金�
返品調整引当金�
設 備 支 払 手 形 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �
社 債 �
転 換 社 債 �
退職給与引当金
退職給付引当金�
長 期 預 り 金 �
�
�
�
�

資 本 金 �
法 定 準 備 金 �
資 本 準 備 金 �
利 益 準 備 金 �

剰 余 金 �
圧縮記帳積立金�
別 途 積 立 金 �
当期未処理損失（△）�
（うち当期純利益又は当期純損失（△））�

その他有価証券評価差額金�

96,489�
4,688�
52,138�

－�
2,083�
135�

31,752�
625�
3,219�
1,305�
11�
530�
－�

85,486�
20,000�
51,482�
13,904�

－�
100�
�
�
�
�

34,115�
72,595�
67,216�
5,379�
75,366�
552�

93,650�
△ 18,836�

�
－�

（注）1.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

　　 2.有形固定資産の減価償却累計額�

　　　第112期 209,827百万円�

           第111期 213,129百万円�

�

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�
 2. 圧縮記帳積立金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。�

（△ 26,435）�

�
百万円�

百万円�

116,725�
6,199�
54,138�
5,000�
3,146�
120�

38,178�
529�
4,788�
1,189�
17�
736�
2,680�

111,212�
45,000�
51,482�

－�
14,664�

66�
�
�
�
�

34,115�
72,595�
67,216�
5,379�
76,530�
535�

93,650�
△ 17,654�

�
287

（ 1,164）�

◆貸借対照表� ◆損益計算書�

�

資 産 合 計 � 364,053

182,077

411,467

183,529資 本 合 計 �

負債及び資本合計�

181,976227,938負　　　債　　　合　　　計�

資 　 本 　 の 　 部 �

第112期�
 平成12年 4月 1 日から�
 平成13年 3月31日まで�

第112期�
 （平成13年 3月31日現在） 

第111期�
 （平成12年 3月31日現在） 

第112期�
 （平成13年 3月31日現在） 

第111期�
 （平成12年 3月31日現在） 

第111期�
 平成11年 4月 1 日から�
 平成12年 3月31日まで�

�

財務の状況�
単独決算�

�

�

◆利益処分�

当 期 未 処 理 損 失 �
圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 �
別 途 積 立 金 取 崩 額 �

計�

利 益 準 備 金 �
利 益 配 当 金（ 1 株 につき 3 円 ）�
次 期 繰 越 利 益 �

17,654�
15�

20,000�
2,361

76�
762�
1,522

百万円�

これを次のとおり処分します。�



（　　）�（　　）�

◆売上高（単位：百万円）�

◆経常損益（単位：百万円）� ◆当期損益（単位：百万円）� ◆純資産（単位：百万円）�

年　間�

-14,729

8,073 8,182

274,989�
中間期�

283,429�
中間期�

287,965�
中間期�

第108期�
平8.4.1～�
平9.3.31

第109期�
平9.4.1～�
平10.3.31

545,842
580,655 593,028

（ 　　）�

282,443�
中間期�

第112期�
平12.4.1～�
平13.3.31

567,734

（　　）�

300,068�
中間期�

第110期�
平10.4.1～�
平11.3.31 （　　）�

第111期�
平11.4.1～�
平12.3.31

592,356

◆部門別売上構成（単位：％）�

民生用機器�

産業用機器�

電子デバイス�

ソフト・メディア�

その他�

（　　）�
第111期�
平11.4.1～�
平12.3.31

68

12

11

81

（カッコ内は1株当たり当期損益：円）� （カッコ内は1株当たり純資産：円）�

52

3,102�
（12.20）�

51�
（0.20）�

-26,435�
（-103.98）�

182,077�
（716.19）�

205,314�
（807.60）�

206,310�
（811.51）�

204,510�
（804.43）�

（注）記載金額は、百万円単位につきましては百万円未満を切り捨てて表示し、円単位につきましては銭未満を四捨五入して表示しております。�

6,003�
（23.61）�

（　　）�
第112期�
平12.4.1～�
平13.3.31

11

41

6970

10

（　　）�（　　）�

10,353

（ 　　）�
第112期�
平12.4.1～�
平13.3.31

第108期�
平8.4.1～�
平9.3.31

第109期�
平9.4.1～�
平10.3.31（　　）�

第110期�
平10.4.1～�
平11.3.31 （　　）�（　　）�

183,529�
（721.90）�

（　　 ）�
第112期�
平12.4.1～�
平13.3.31

第108期�
平8.4.1～�
平9.3.31

第109期�
平9.4.1～�
平10.3.31（　　）�

第110期�
平10.4.1～�
平11.3.31（　　）�（　　）�

1,164�
（4.58）�

（ 　　）�
第112期�
平12.4.1～�
平13.3.31

第108期�
平8.4.1～�
平9.3.31

第109期�
平9.4.1～�
平10.3.31（　　）�

第110期�
平10.4.1～�
平11.3.31 （　　）�

第111期�
平11.4.1～�
平12.3.31

（　　）�
第111期�
平11.4.1～�
平12.3.31（　　）�

第111期�
平11.4.1～�
平12.3.31

業績の推移�
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（注）�
当期より部門別売上高の分類を変
更しております。なお、これに伴い、
前期の売上高についても変更後の
分類に従って組み替えて表示して
おります。�
併せて項目について、従来の「エ
ンターテインメント」を「ソフト・
メディア」に変更しております。�
�

�



インフォメーション�

■株主メモ�
◆決 　 算 　 期　　毎年3月31日�
◆定時株主総会　　毎年6月�
◆株主確定基準日　　（1）定時株主総会議決権行使株主�
　　　　　　　　　　　  毎年3月31日�
　　　　　　　　　　（2）利益配当金受領株主�
　　　　　　　　　　　  毎年3月31日�
　　　　　　　　　　（3）中間配当金受領株主�
　　　　　　　　　　　  毎年9月30日�
　　　　　　　　　　その他必要ある場合は、取締役会の決議により�
　　　　　　　　　　あらかじめ公告いたします。�
◆公告掲載新聞　　東京都において発行する日本経済新聞�
◆上場証券取引所　　東京、大阪両証券取引所（第一部）�
◆1単位の株式数　　1,000株�
◆名義書換代理人　　東京都港区芝三丁目33番1号�
　　　　　　　　　  　  中央三井信託銀行株式会社�
◆株式の名義書換、住所変更その他の事務取扱いに関する�
　郵便物のご送付先／電話お問い合わせ先�
　　　　　　　　　　名義書換代理人事務取扱所�
　　　　　　　　　　東京都杉並区和泉二丁目8番4号（　168-0063）�
　　　　　　　　　　　中央三井信託銀行株式会社　証券代行部�
　　　　　　　　　　　 電話　03－3323－7111（代表）�
　　　　　　　　　　同取次所�
　　　　　　　　　　　中央三井信託銀行株式会社　全国各支店�
　　　　　　　　　　　日本証券代行株式会社　本・支店、出張所�
◆カタログ等の　　お客様ご相談センター�
　ご請求先　　　　　　東京 03－5684－9311 大阪 06－6765－4161�
◆インターネット　　 http: / /www.jvc-victor.co. jp/�
　アドレス　　�
�

■株式の状況（平成13年3月31日現在）�
◆ 発 行 済 株 式 総 数 �

◆ 期 末 株 主 数 �

◆ 所有者別分布状況の概要�

�

�

�

�

◆ 大　　　株　　　主�

254,230,058株�

19,954名�

19,329名�

93名�

322名�

147名�

�

�

41,584,082株（16.36％）�

54,865,467株（21.58％）�

147,911,602株（58.18％）�

8,198,354株（  3.23％）�

�

�

�
�

■会社の概況�

◆社　　　名　日本ビクター株式会社�
�
◆本　　　店　　221-8528�
　　　　　　　横浜市神奈川区守屋町3丁目12番地�
�
◆設立年月日　昭和2年9月13日�
�
◆資　本　金　34,115百万円（平成13年3月31日現在）�
�
◆従 業 員 数　9,969名（男 8,210名　女 1,759名）�

　　　　　　　　　　　　　（平成13年3月31日現在）�

�

◆役　　　員�
取締役社長　�
専務取締役�
専務取締役�
専務取締役�
常務取締役�
常務取締役�
常務取締役�
常務取締役�
取　締　役�
取　締　役�
取　締　役�
�
�
�

　　　　　  �
（注）松尾眞、梶野二郎の両氏は、商法特例法第�
　　　18条第1項に定める社外監査役であります。�

松下電器産業株式会社�

第一生命保険相互会社�

松下不動産株式会社�

株式会社日本興業銀行�

株 式 会 社 住 友 銀 行 �

東洋信託銀行株式会社�

三菱信託銀行株式会社�

住友生命保険相互会社�

株式会社さくら銀行�

株 式 会 社 富 士 銀 行 �

133,227千株（52.4％）�

9,002千株（  3.5％）�

8,629千株（  3.3％）�

4,596千株（  1.8％）�

4,466千株（  1.7％）�

3,353千株（  1.3％）�

3,213千株（  1.2％）�

2,397千株（  0.9％）�

2,283千株（  0.8％）�

2,240千株（  0.8％）�
１．株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。�
２．東洋信託銀行株式会社の持株数は、信託業務に係る株式数（信託勘定Ａ口）であります。�
　また、三菱信託銀行株式会社の持株数は、信託業務に係る株式数であります。�

（注）�

個 人 そ の 他 �

金 融 機 関 �

一 般 法 人 �

外 国 人 �

寺　田　雅　彦�
山　口　南海夫�
山　内　尚　人�
高　島　　　肇�
会　田　隆　雄�
西　村　元　男�
土　屋　栄　一�
土　谷　繁　晴�
相　磯　秀　夫�
栗　田　收　司�
尾　崎　　　格�
�
�

榎　並　義　次�
平　林　正　稔�
谷　井　幸　洋�
武　藤　勝　久�
柏　木　哲　男�
藤　澤　　　宏�
本　田　豊　晴�
大　森　悠　生�
喜　志　房　雄�
松　尾　　　眞�
梶　野　二　郎�

取　締　役�
取　締　役�
取　締　役�
取　締　役�
取　締　役�
取　締　役�
取　締　役�
監　査　役（常勤）�
監　査　役（常勤）�
監　査　役�
監　査　役�

（平成13年6月28日現在）�

再生紙を使用しています。�


